
(単位：円）

Ⅰ 流　 動 　資 　産 Ⅰ

1,851,860,785 264,660

739,655,820 170,823,602

427,905,609 29,773,400

128,800,980 49,802,400

1,045,839 80,501,163

4,000,000,000 1,055,130

509,760 7,866,000

31,176,049 340,086,355

6,029,575

△3,191 Ⅱ

7,186,981,226 144,550,467

8,712,664

Ⅱ 固　 定 　資 　産 153,263,131

1 有 形 固 定 資 産 493,349,486

建 物 4,401,307,147

構 築 物 93,921,379 Ⅰ

工 具 器 具 備 品 14,648,289 1 資 本 金 100,000,000

土 地 2,602,684,338

リ ー ス 資 産 928,600 2 資 本 剰 余 金

建 設 仮 勘 定 8,606,531 そ の 他 資 本 剰 余 金 14,370,000,000

7,122,096,284 14,370,000,000

2 無 形 固 定 資 産 3 利 益 剰 余 金

電 話 加 入 権 823,280 利 益 準 備 金 5,209,200

施 設 利 用 権 1,218,888 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,044,256,180

　 商 標 権 566,150 繰 越 利 益 剰 余 金 1,044,256,180

2,608,318 1,049,465,380

3 投資その他の資産 株 主 資 本 合 計 15,519,465,380

投 資 有 価 証 券 1,011,720,228

長 期 未 収 入 金 616,808,311

長 期 差 入 保 証 金 55,600,000

長 期 前 払 費 用 5,043,304

繰 延 税 金 資 産 11,957,510

貸 倒 引 当 金 △315

1,701,129,038

　固 定 資 産 合 計 8,825,833,640 15,519,465,380

16,012,814,866 16,012,814,866資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

投資その他の資産合計

純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

前 払 費 用 流 動 負 債 合 計

貯 蔵 品

固 定 負 債

有 価 証 券 預 り 金

立 替 金

賞 与 引 当 金

現 金 及 び 預 金 リ ー ス 債 務

貸　　借　　対　　照　　表
(令和７年３月31日現在）　　

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

流 動 負 債

営 業 未 収 入 金 未 払 金

株 主 資 本

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

純　資　産　の　部

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

未 収 収 益 前 受 金

リ ー ス 債 権 未 払 消 費 税 等



(単位：円）

2,037,623,244

1,706,922,402

売 上 総 利 益 330,700,842

100,548,764

営 業 利 益 230,152,078

受 取 利 息 20,493,512

貸 倒 引 当 金 戻 入 884,446

雑 収 益 10,722,479 32,100,437

経 常 利 益 262,252,515

固 定 資 産 除 却 損 41,137,862 41,137,862

税 引 前 当 期 純 利 益 221,114,653

法人税、住民税及び事業税 80,533,878

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,786,166 76,747,712

当 期 純 利 益 144,366,941

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

特 別 損 失

売 上 原 価

損　 益　 計　 算　 書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高



（単位：円）

繰越利益剰余金

100,000,000 14,370,000,000 3,762,200 915,806,239 919,568,439 15,389,568,439 15,389,568,439

剰余金の配当 ― ― 1,447,000 △ 15,917,000 △ 14,470,000 △ 14,470,000 △ 14,470,000

当期純利益 ― ― ― 144,366,941 144,366,941 144,366,941 144,366,941

― ― 1,447,000 128,449,941 129,896,941 129,896,941 129,896,941

100,000,000 14,370,000,000 5,209,200 1,044,256,180 1,049,465,380 15,519,465,380 15,519,465,380

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資　本　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株　主　資　本
合　　　　　　計

純資産合計

　当　期　変　動　額

　当　期　変　動　額　合　計

　当　期　末　残　高

その他資本
剰　余　金

利　　　　益
準　備　金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　　計

　当　期　首　残　高



個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）

　　　その他有価証券

　　　　市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　は移動平均法により算出）

　　　　市場価格のない株式等　移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

　　　　　貯蔵品　　最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法（工具器具備品については定率法）

　　　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が６年～45年、工具器具備品が２年～20年となっております。

　　　　　　　

　（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法

　（３）リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

　　　　　のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　　　　　　　　　　　

４．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　　　　　　　　　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　　　　　　　　　　　計上しております。

　（２）賞与引当金　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の

　　　　　　　　　　　　　負担額を計上しております。

　（３）退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法による

　　　　　　　　　　　　　　　　期末自己都合要支給額）に基づき、当期末において発生していると認められる

　　　　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。



５．収益及び費用の計上基準

　　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

　　　行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引

　　　に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれており

　　　ません。

　　　①　不動産賃貸事業

　　　　賃貸事業は、医療研究開発施設の賃貸業を行っており、賃貸契約により顧客が施設を利用可能にす

　　　る義務を負っております。水道光熱費収入等の付随収入については、約束した財又はサービスに対す

　　　る支配が顧客に移転し、履行義務が充足された時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

　　　まれる金額で収益を認識しております。

　　　　なお、賃貸収入については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月

　　　30日）に基づき賃貸契約期間にわたって収益を認識しております。

　　　②	　施設管理等事業

　　　　施設管理等事業は、施設管理契約に基づき不動産の維持管理を行う義務を負っております。サービ

　　　スの提供につれて顧客へ支配が移転することから、一定期間にわたって契約に示されている対価に基

　　　づいて収益を認識しております。

６．ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

　　　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

７．消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

（会計上の見積りに関する注記）

　　固定資産の減損損失

　　　　　当期において固定資産の減損損失は計上しておりません。

　　　　　当社の主要な事業は、所有する医療研究開発施設の賃貸事業であります。これらの医療研究開発

　　　　施設については、損益の状況等により減損の兆候を判定し、減損の兆候が認められる場合には減損

　　　　テストを実施し減損損失計上の要否を判断しております。当社は、近い将来において大幅に入居率が

　　　　減少することは無いと見込んでおりますが、想定外の入居率の著しい低下など賃貸市況が悪化した場

　　　　合は来期の計算書類において減損損失を計上する可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　神戸MI　R＆Dセンタービル事業の賃借先の債務（67,139,597円）の担保として、営業未収入金を担

　　保（譲渡担保権）に供しておりますが、これに係る営業未収入金期末残高はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,692,232,815円

３．圧縮記帳

　　　　有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は1,064,536,069円であります。



４．顧客との契約から生じた債権の残高

　　　営業未収入金のうち、顧客との契約から生じた債権の残高 701,395,813円

（損益計算書に関する注記）

　顧客との契約から生じる収益の金額

　　　売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の金額 589,700,579円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

　　　　普通株式 2,894,000株

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　次のとおり予定しています。

（税効果会計に関する注記）

　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、退職給付引当金の否認等であります。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、神戸MI　R＆Dセンタービル建物については、所有権移転

　　外ファイナンス・リース契約により使用しております。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　　当社は、資金運用については内部管理規程に基づき、元本の回収が確実な定期性の預金又は国

　　　債、地方債等の一定以上の格付けの債券による運用を行っております。

　　　　有価証券は譲渡性預金及び預金と同様の性格を有する合同運用指定金銭信託、投資有価証券は

　　　債券であり、債券については毎月、時価の把握を行っております。

　　　　営業未収入金等の信用リスクについては、常に取引先に対する債権残高に注意を払っています。

（単位：円）

決議 株式の種類
配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

令和６年６月28日
定時株主総会

普通株式 14,470,000 5 令和６年３月31日 令和６年７月１日

（単位：円）

決議予定 株式の種類
配当の
原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

令和７年６月26日
定時株主総会

普通株式
利益

剰余金
14,470,000 5 令和７年３月31日 令和７年６月27日



２．金融商品の時価等に関する事項

　　　　令和７年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　　　次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、有価証券に含まれる譲渡性預金、預

　　　金と同様の性格を有する合同運用指定金銭信託及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿

　　　価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

差 額

△ 30,326,486

△ 4,862,734

△ 23,360,228

△ 17,681,603

 (※１)各科目に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

 (※２)長期未収入金から振替えた未収入金（流動資産）を含んでおります。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

　　レベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

　　　　　　　　　　　　　 時価

　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

　　れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　①営業未収入金、②リース債権及び④長期未収入金

　　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味

　　した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　③投資有価証券

　　これらの時価は、相場価格を用いて評価しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　当社は、神戸市において、賃貸用の医療・バイオ・健康に関する研究開発施設（土地を含む。）を有し

　　ております。なお、研究開発施設のうち一部については当社が使用している部分があるため、賃貸等不

　　動産として使用される部分を含む不動産としております。

　①営業未収入金 739,655,820

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

739,653,848 709,327,362

　　　貸倒引当金(※１) △ 1,972

　③投資有価証券 1,011,720,228 988,360,000

　④長期未収入金(※２) 745,481,651

　　　貸倒引当金(※１) △ 393

745,481,258 727,799,655

427,904,468 423,041,734

　②リース債権

　　　貸倒引当金(※１)

427,905,609

△ 1,141



２．賃貸等不動産の時価に関する事項 （単位：円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．法人主要株主等

　取引条件及び取引条件の決定方針

　　法令例規、要綱及び予算等に基づいて決定しております。

２．当社の役員

　取引条件及び取引条件の決定方針

（注１）公益財団法人神戸医療産業都市推進機構については、当社取締役である村上雅義が専務理事

　　　 (代表専務理事)を務めております。

（注２）価格その他の取引条件は、交渉の上、決定しております。

（注３）工事費用立替の金利は、市場金利を勘案し、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

　　　１株当たり純資産額

　　　１株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）

　　　該当する事項はありません。

（その他の注記）

　　　該当する事項はありません。

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

　賃貸等不動産

49円88銭

　賃貸等不動産として使用される部
　分を含む不動産

             3,586,259,387              3,944,000,000

5,362円63銭

             3,511,653,477              5,199,900,000

（単位：円）

未収入金 99,700,000

長期未収入金 498,500,000

科　目 期末残高

主要株主 神戸市
被所有

直接　37.32%
当社事業への補助 未収補助金の受入 －

会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額種類

（単位：円）

リース債権 427,905,609

上記に係る利息の
受取

2,928,675 長期未収入金 118,308,311

期末残高

リース取引

種類
会社等の

名称
議決権等の所有
（被所有）の割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科　目

145,282,656

未収入金 28,973,340
原状回復工事代行
及び工事費用立替

173,840,546

役員が代
表権を有
している

法人

（公財）神
戸医療産
業都市推
進機構

被所有
直接　6.91%

不動産等の賃貸
役員兼任
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